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１【半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成17年12月16日に提出いたしました第101期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）半期報告書の記載事項の一部

に訂正すべき事項がありましたので、証券取引法第24条の５第５項の規定に基づき、本訂正報告書を提出するものであります。 

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

２ 中間財務諸表等 

(1）中間財務諸表 

注記事項 

（リース取引関係） 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は   線で記しております。 

  



第一部【企業情報】 

  

第５【経理の状況】 

  

２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

注記事項 

（リース取引関係） 

（訂正前） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

・リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間会計期間末残

高相当額 

・リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間会計期間末残高相当額 

・リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

取得価額相当額 取得価額相当額 取得価額相当額 
  

動産 2,699百万円

その他 511百万円

合計 3,210百万円

  
動産 1,900百万円

その他 511百万円

合計 2,412百万円

動産 2,663百万円

その他 511百万円

合計 3,175百万円

減価償却累計額相当額 減価償却累計額相当額 減価償却累計額相当額 
  

動産 1,857百万円

その他 327百万円

合計 2,184百万円

  
動産 1,511百万円

その他 414百万円

合計 1,926百万円

動産 2,061百万円

その他 371百万円

合計 2,433百万円

  減損損失累計額相当額   

  
  

動産 2百万円

その他 －百万円

合計 2百万円

  

中間会計期間末残高相当額 中間会計期間末残高相当額 期末残高相当額 
  

動産 842百万円

その他 184百万円

合計 1,026百万円

  
動産 391百万円

その他 96百万円

合計 488百万円

動産 601百万円

その他 140百万円

合計 741百万円

（注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間会計期間末残高が有形固定資

産の中間会計期間末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

よっております。 

同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法によっております。 

・未経過リース料中間会計期間末残高相

当額 

・未経過リース料中間会計期間末残高相

当額 

・未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 558百万円

１年超 467百万円

合計 1,026百万円

  
１年内 366百万円

１年超 121百万円

合計 488百万円

１年内 463百万円

１年超 278百万円

合計 741百万円

（注） 未経過リース料中間会計期間末残

高相当額は、未経過リース料中間会

計期間末残高が有形固定資産の中間

会計期間末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によってお

ります。 

同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によっ

ております。 



  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ・リース資産減損勘定の中間会計期間末

残高 

  

  
  

  2百万円   

・支払リース料及び減価償却費相当額 ・支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

・支払リース料、減価償却費相当額 

  

  

支払リース料 292百万円

減価償却費相当額 292百万円

  
支払リース料 274百万円

リース資産減損勘定の取崩

額 

4百万円

減価償却費相当額 274百万円

減損損失 7百万円

  

支払リース料 580百万円

減価償却費相当額 580百万円

・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

該当ありません。 該当ありません。 該当ありません。 



（訂正後） 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

・リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間会計期間末残

高相当額 

・リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間会計期間末残高相当額 

・リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

取得価額相当額 取得価額相当額 取得価額相当額 
  

動産 2,699百万円

その他 511百万円

合計 3,210百万円

  
動産 1,903百万円

その他 511百万円

合計 2,414百万円

動産 2,663百万円

その他 511百万円

合計 3,175百万円

減価償却累計額相当額 減価償却累計額相当額 減価償却累計額相当額 
  

動産 1,857百万円

その他 327百万円

合計 2,184百万円

  
動産 1,511百万円

その他 414百万円

合計 1,926百万円

動産 2,061百万円

その他 371百万円

合計 2,433百万円

  減損損失累計額相当額   

  
  

動産 2百万円

その他 －百万円

合計 2百万円

  

中間会計期間末残高相当額 中間会計期間末残高相当額 期末残高相当額 
  

動産 842百万円

その他 184百万円

合計 1,026百万円

  
動産 389百万円

その他 96百万円

合計 486百万円

動産 601百万円

その他 140百万円

合計 741百万円

（注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間会計期間末残高が有形固定資

産の中間会計期間末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

よっております。 

同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法によっております。 

・未経過リース料中間会計期間末残高相

当額 

・未経過リース料中間会計期間末残高相

当額 

・未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 558百万円

１年超 467百万円

合計 1,026百万円

  
１年内 364百万円

１年超 121百万円

合計 486百万円

１年内 463百万円

１年超 278百万円

合計 741百万円

（注） 未経過リース料中間会計期間末残

高相当額は、未経過リース料中間会

計期間末残高が有形固定資産の中間

会計期間末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によってお

ります。 

同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法によっ

ております。 



  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ・リース資産減損勘定の中間会計期間末

残高 

  

  
  

  2百万円   

・支払リース料及び減価償却費相当額 ・支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

・支払リース料、減価償却費相当額 

  

  

支払リース料 292百万円

減価償却費相当額 292百万円

  
支払リース料 274百万円

リース資産減損勘定の取崩

額 

4百万円

減価償却費相当額 269百万円

減損損失 7百万円

  

支払リース料 580百万円

減価償却費相当額 580百万円

・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

該当ありません。 該当ありません。 該当ありません。 
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